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地域的な信頼関係の証

　日本政府は７月20日、新型コ
ロナウイルスの“感染対策外交”
として、90カ国にも及ぶ開発途
上国に対し、機材を中心に医療支
援（無償資金協力ベース）を行う
ことを明らかにした。これを高く
評価する人びとは、中国の「マス
ク外交」よりレベルがはるかに高
いと賞賛している。
　しかし、これからの政府開発援
助（ODA）を展望すると、楽観
は許されない。周知のように、欧
米、日本など多くの従来からの援
助国は、財政面で深刻なダメージ
を受けており、今後の途上国援助
に不安の影を落としている。
　それは援助財源の確保という問
題である。特に税収に依存する一
般会計予算ベースのODA（無償
資金協力、技術協力）への影響は
避けがたいとみられているからだ。
ところが、そうした中で独自の財
源を保有する円借款協力の出番と
役割が高まるのではないかと言わ
れ始めている。そこで、本号では

ODAとしての円借款協力の実像
を筆者なりに追ってみた。
　まず、論点（１）として、円借
款協力の地域的な日本への影響力
を考えてみたい。それは言うまで
もなく、日本外交の影響力にも反
映されるものである。たとえば、
円借款の５年間（2014～18年
度）にわたる推移を援助案件数で
みると、アジア地域がなんと
70.2％と他地域を圧倒している。
　これは円借款協力がいかにアジ
ア地域に集中しているかを物語っ
ているが、それは同時に日本の影
響力、日本への信頼度がアジア地
域に深く根をおろしていることを
示唆していると言える。ちなみに、
中東地域は10.1％で、アフリカ
地域は9.7％である。
　特に、アフリカは援助対象国
49カ国中14カ国しか円借款を受
け入れていない（2018年ベース）。
その大きな要因は返済能力の問題
であるが、突き詰めると、国家と
しての完成度の問題でもある。
　その意味で、円借款を受けられ
ない国は2018年ベースでみると、

中東のアフガニスタン、イエメン
以外ではエチオピア、チャド、中
央アフリカ、南スーダン、モザン
ビークというようにアフリカ地域
に集中している。このように円借
款はカントリー・リスクを厳しく
査定している。これは技術協力や
無償資金協力と大いに異なる点で
ある。そしてそこには有償、無償
のすみ分けができているのである。
　さらに、日本とアジアとの将来
にわたる信頼度を測る物差しとし
ては、累計承諾実績が良き参考と
なろう。2018年度末の実績によ
ると、累計承諾額の１位はインド
の290件、５兆8,354億円、２位
がインドネシアで690件、５兆
685億円、３位が中国の369件、
３兆3,597億円（これは1979年
以降の日中国交正常化に伴う経済
協力）、４位がフィリピンで300
件、３兆920億円、５位がベトナ
ムで204件、２兆7,249億円（現
在は一時的な借り入れ調整中）と
いうランキングになっている。
　次に残高（2018年ベース）で
みると、第１位インド（２兆

1,742億円）、第２位ベトナム
（１兆6,008億円）、第３位イン
ドネシア（１兆3,684億円）、４
位中国（１兆420億円）、５位フ
ィリピン（7,344億円）、６位バ
ングラデシュ（6,077億円）、７
位パキスタン（5,853億円）、８
位スリランカ（3,694億円）、９
位タイ（3,689億円）、10位イラ
ク（3,491億円）。
　このランキングの特徴は、日本
の安全保障の範囲が東南アジアか
ら南西アジアにまで確実に広がっ
ていることを示している。それは
円借款協力を通した“信頼関係の
帯”の拡大であり、中国を除く
「自由で開かれたインド太平洋戦
略」の帯であるとも言える。まさ
に、これがODAを通して築かれ
た地域間の紐帯かもしれない。

インフラからソフト系分野へ

　次に論点（２）の円借款とその
役割について考えてみよう。円借
款は基本的に経済、社会、インフ
ラ部門を対象にしている。2018
年度承諾分の第１位は運輸部門で
全体の76.3％を占めている。な
かでも鉄道部門は62.8％と大半
を占めているが、それはインド高
速鉄道、フィリピン鉄道拡大計画
などで知られる。第２位は電力・
ガス開発（10.0％）、社会サー
ビス3.1％、農林水産2.2％である。
ただ、鉄道部門でも沿線上の都市
づくりを通しての地域社会づくり、
産業誘致、新しい産業開発など面
的な広がりをもった総合的な協力
が求められている。
　もう一点は、国造りの基本とも

言うべき社会サービス、なかでも
「教育部門」の充実に向けての円
借款協力の在り方が重要だと言え
る。かつてインドネシアなどでの
「留学借款」が脚光を浴びたこと
があったが、例えばソフト系借款
として「技術研究留学借款」とか
専門分野における「研究留学借
款」といった新たな教育借款の道
も切り開く必要がある。さらに、
環境問題も含む災害に強い新しい
都市づくりなどの借款の開発など、
新しい分野への開発努力が求めら
れている。

自立型の財政構造

　論点（３）は円借款協力の財政
構造であるが、今では政府資金に
多くを依存しない独立採算が可能
になっている。JICAの2019年報
告によると、2018年度には
8,000億円の返済があり、加えて
金利収入は1,400億円。毎年の政
府出資金は400億～500億円であ
る。注目すべきは現在の海外資産
（貸付残高）が約12兆円超に達
していることである。

　もっと分解してみると、日本の
海外資産とも言うべき円借款の貸
付残高は12兆3,000億円であるが、
財源の内訳は財政投融資からの借
り入れ債務２兆円、債券発行によ
る調達8,000億円、出資金８兆円
と準備金１兆7,000億円。そして
出資金８兆円は財務省の出資金
（積み立て）、もう一つの準備金
１兆7,000億円は利益金（積み立
て）であるとされているが、出資
金と準備金を合算した約10兆円
が自己資本だと言う。
　つまり、円借款協力はほぼ自己
回転が可能になっているのである。
これはODAの財源不足の折、貴
重な対外協力資金と言える。ただ
円借款は今ではゼロ近似金利など
貸し付け条件を緩和しているが、
残すは返済の工夫である。円借款
は返済時に途上国がドルを交換し
て円調達しなければならない。そ
の時、円のドル相場がどうなるか
が懸念材料である。将来こうした
問題が起こらないとは限らない。
ドル建て借款、変動金利借款など
の積極的活用にも期待したい。

円借款協力の実像を追って
貸付残高12兆3,000億円
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特集特集「共創」の時代へ
転機迎える開発援助
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ザンビアでネリカ米の指導をする協力隊員＝（一社）協力隊を育てる会提供

先進国が開発途上国を“弱者”として助ける「開発援助」の時代は終わった。これからは共に学び合
い、持続可能な未来を創る「共創」の時代だ―。新興国や途上国が経済的に力をつけ、デジタル化
など社会的にも急速な発展を見せる中、近年、叫ばれつつあった言葉だ。先進国も途上国も共に
影響を受けた今回のコロナ危機は、「共創」時代の本格的な到来をもたらすきっかけになるかもし
れない。開発関係者たちはこの転換期をどう捉えているのか。

1．総論
 そろりと踏み出した“デジタル共創時代”

2．新たな戦略へ
 外務省 国際協力局 政策課長　　臼井 将人氏
 経済産業省 貿易経済協力局 総務課 課長補佐　工藤 さやか氏
 国際協力機構（JICA） 副理事長　山田 順一氏
 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 取締役副社長　森本 裕二氏
 （特活）国際協力NGOセンター（JANIC） 事務局長　若林 秀樹氏

3．注目分野の潮流
　 インフラ　　内閣官房副長官補付 内閣参事官　佐藤 勝氏／阿部 一郎氏
　人材育成　（一財）海外産業人材育成協会（AOTS） 理事長　桒山 信也氏
　　 DX　　（一社）ICT for Development 代表理事　狩野 剛氏

4．地域研究者の展望
　 新興国　　学習院大学 国際社会科学部 教授　末廣 昭氏
　 アフリカ　  ブラッドフォード大学 社会科学学部 上級講師　デイビッド・ハリス氏
　 大洋州　　東海大学 講師　黒崎 岳大氏



「共創」の時代へ～転機迎える開発援助

ダイナミズム欠くアジア支援

　コロナ禍に対応した日本政府の
資金援助としては７月以降、フィ
リピン、インドネシア、バングラ
デシュに対し、相次いで円借款の
実施を決めた。新設された「新型
コロナウイルス感染症危機対応緊
急支援円借款」である。350億～
500億円を限度額とし、アジア太
平洋を中心に２年間で総額5,000
億円程度の支援を組む。
　過去の経済危機では、1997年
のアジア通貨危機、2008年のリ
ーマン危機の時にも、日本は緊急
の資金援助を実施した。特にアジ
ア通貨危機では総額300億ドル相
当の資金協力を準備し、日本が大
きな資金供給源となった。当時の
宮澤喜一蔵相の名前から「新宮澤
構想」と呼ばれ、東南アジアなど
の景気対策、金融システム安定化、
弱者対策などを展開した。1991
～2000年は日本が「ODA世界
一」だった時代で、中国はまだ大
きく台頭しておらず、日本の経済
力は圧倒的だった。
　今回の日本の資金援助は規模
も内容も、かつてのダイナミズ
ムはない。政府筋によると、新
型コロナ危機対応緊急支援円借
款では当初、２年間で計１兆円
程度を出す案が協議された。し
かし、コロナ禍の日本経済への
打撃が深刻で「途上国支援に大

盤振る舞いはできない」と判断
したようだ。そしてアジア開発
銀行（ADB）との協調融資にし、
相乗効果を狙った。
　日本は1990年代まで、アジア
においては資金力も、技術力も比
較優位に立ち、開発協力を率いる
立場にいた。その点、今や資金力
は衰え、技術力も中国、韓国など
に押され、ODAも世界４位
（2018年）だ。しかも感染症対
策では、03年の重症急性呼吸器
症候群（SARS）の時はまだまし
だったが、今回のコロナ禍では国
内対策で大わらわになっている。
　日本では、気候変動の影響も受
けた自然災害も増え、政府と
ODA当局は常に国内の苦境と対
外援助のはざまに立たされている。
だが、これを奇貨として今まで以
上に支援される立場を思いやる意
識を強め、国際協力を再構築して
いくべきではないか。企業との連
携はもちろん、国際機関や他国と
の連携も一層強め、さまざまな
「共創」のパートナーシップを構
築し、ポスト・コロナ時代の国際
協力に臨んでいくべきだろう。

経団連と進めるJICAのDX

　共創を進める上で一つのカギと
なるのは、デジタル活用だろう。
５ 月 2 9 日 、 国 際 協 力 機 構
（JICA）と（一社）日本経済団
体連合会（経団連）は共同で作成

したメニューブック、「Society 
5.0 for SDGs　国際展開のため
のデジタル共創」を発表した。こ
れはポスト・コロナ時代において、
デジタル社会への移行が一層加速
することを見据え、企業からデジ
タルトランスフォーメーション
（DX）のアイデアをまとめた提
言集だ。英語版も作成し、開発途
上国と共有するという。
　作成の目的について、経団連開
発協力推進委員会政策部会長の台
和彦・大成建設副会長執行役員は、
巻頭言で述べている。「持続可能
な開発目標（SDGs）の達成に向
け、日本が有するハード・ソフト
面の高い技術力やノウハウを活か
しながら、各国・地域における質
の高いインフラシステムの整備に
貢献する」「さらなる政府開発援
助（ODA）の改善、多様化、使
い勝手の向上を政府に働きかけて
まいります」。
　他の先進国や中国に比べ、日本
経済はデジタル化の遅れが指摘さ
れてきた。経団連も本来の会員企
業は重厚長大の大企業や製造業が
多い。ただ、今回は経団連が昨年
秋、設立したDX会議のメンバー
である新興企業も参加し、JICA
との官民連携でデジタル化の「共
創」を進めようと、メニューブッ
ク作成に至った。
　2015年創業のフィンテック企
業、ドレミング（株）もDX会議

に参加した新興企業の一つだ。メ
ニューブックには、同社の事業と
提案が紹介された。勤務の記録か
ら給与の計算、銀行口座への振込
まで一括管理するデジタル・マネ
ーのシステムを企業に提供してい
る。昨春から中東、アフリカ諸国
の市場開拓に力を入れてきた。今
年はルワンダとインドに本格的に
進出するため、JICAの民間連携
事業の資金助成を得る準備を進め
ている。コロナ禍で助成決定は遅
れているが、同社の高崎義一代表
取締役会長は「日本は中国などに
比べ、企業のデジタル化を支援す
る政策措置が遅れていたが、よう
やく進み始めた」と手応えを語る。
　このほか、メニューブックでは
農業分野のデジタル技術活用案件
の提案が多い。農家への資材供給
支援にe-バウチャーの活用、人工
知能（AI）を使った自動営農、
養蜂産業への人工衛星データの応
用などがある。また、途上国では
インドのようにコミュニティーで
希少種を保存する「種子バンク」
の取り組みがある。そこで作物の
遺伝資源の情報をプラットフォー
ム化して遺伝資源管理を一元化し、
育種サイクルの短縮や新品種開発
の効率化を図る提案もある。

カンボジアでデジタル通貨を支援

　一方、JICAは６月１日、ガバ
ナンス・平和構築部内にSTI・
DX室を新設し、途上国における
「DX主流化」の取り組みを本格
化した。７月28日には関係業界
や報道陣向けにオンラインで説明
会を催した。説明会の目玉の一つ

は、カンボジア中央銀行が発行予
定のデジタル通貨バコンに関連し、
法制度整備や金融包摂の強化など
を支援するJICAのパイロット事
業だった。バコンは、東京・渋谷
にある新興企業、ソラミツ（株）
が世界で初めてブロックチェーン
技術を使ったデジタル通貨として
発行を準備している。
　前述のドレミングの事業も含め、
こうしたデジタル化は偽札の防止
や、税の徴収がしやすくなる利点
が大きい。このため、日本など先
進国以上に、中東やアフリカなど
開発途上国で関心が高まっている。
さらに、現金授受のような接触を
避ける利点もある。従来、ODA
では道路や橋、鉄道、さらに水道、
電力など経済社会インフラを営々
と築いてきたが、今後はデジタル
社会の基盤となる“デジタル・イ
ンフラ”の構築がODAで大きな
カギを握ることになるだろう。そ
こで重要なのは、相手国のニーズ
を開拓しながら、デジタル技術を
有する企業の可能性と活力を生か
す連携手法だ。

　ソラミツの宮沢和正・代表取締
役社長によると、スイスにある同
社の持ち株会社がデジタル通貨の
発行に関心を持つ世界約50カ国
の政府とコンタクトしている。宮
沢社長は「JICA指定のパイロッ
ト事業に指名され、誇らしい。今
後は金融包摂に貢献し、世界で通
用する技術の“横展開”を目指し、
日本発のブロックチェーンのさま
ざまな国での活用や利用分野拡大
に努力を惜しまない」と言う。
　デジタル化については、末廣
昭・学習院大学教授が中国などと
の国際協力を提案している＝33
ページ参照。中国企業は東南アジ
アでも電子商取引のネットワーク
や多彩なオンライン事業を広げ、
「デジタル一帯一路」とも呼ばれ
ている。これらの巨大なイノベー
ションの奔流に日本は恐れず飛び
込み、各国と新たな協力を展開し
ていく必要がある。そうして世界
の新興国と競い合い、学び、高め
合う“共創関係”を築いていくべ
きだろう。

（本誌編集委員：竹内 幸史）
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そろりと踏み出した“デジタル共創時代”
ポスト・コロナの突破口となるか
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